
  

昭和46年労働経済の分析 参考資料
1.   労働力需給および産業別就業構造の推計について

(労働力需要推計)

1.労働力需要は労働供給と相互に調整され最終的に一致することになるが,ここでは労働力供給とは独立
に昭和50年労働力需要を推計し,別途推計された労働力供給と対比してみる。

2.労働力需要は,経済成長速度と経済成長パターン,労働生産性上昇テンポなどによって影響されるので,こ
れらに関しては一応つぎの想定を置いた。

1) 経済成長率についてはつぎの2つのケースを想定する。

ケースA実質10.0％(名目15.2％)ケースB〃8.5％(〃13.6％) 

2) 経済成長パターンについては,原則として昭和45年のパターンが持続するダッシより具体的には
民間消費支出,政府消費支出,国内総固定資本形成,在庫純増などの国民総生産構成要素の相対関係は,
昭和45年と同一とし,また輸出についてはその時の経済規模に見合う輸入を若干上回る(輸出―輸
入/GNP=1％)ものとする。 

3) 労働生産性の過去の傾向を,つぎの投資と生産性上昇との関係を基礎に延長する。

P=0.333 I+8.434(計測期間35～45年)P=1人当りGNPの増加率I=総固定資本形成の増加率 

3.以上の想定に基づき具体的にはつぎの算式によって推計を行なった。

LD50=ΣXi50Ri50×a (1)

Xi50=|d50|×|fi| (2)

Ri50=Ri45/Ri40×Ri45 (3)

LD:労働力需要

X:生産額

R:就業係数

a:投資の伸び率の変化による補正率

|d|:最終需要行列

|f|:最終需要の生産誘発係数行列

添字iは産業別,数字は年を示す。

(注) 1) |d50|は上記2の1),2)の想定から推計
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2) |h|は40年産業連関表による

3) Ri40=40年国勢調査就業者/40年産業連関表生産額

4) Ri45=45年国勢調査就業者/45年生産額推計値45年生産額推計値はつぎによるXi45=|d45|×|fi|

5) aは上記2の3)の想定から推計

4.推計の結果はつぎの通りである

ケースA(10.0%成長)......5,870万人(国勢調査ベース) 

ケースB(8.5%成長)......5,600万人( 〃 ) 

5.経済パターンが変り国民総生産の構成要素の相対関係が昭和45年にくらべ変化するとすれば,労働力需
要量も当然に変化するであろう。

第1表 国民総生産の構成の国際比較

わが国は国民総生産の構成において欧米にくらべ個人消費の比率および政府消費(経常支出)の比率が低
く,固定資本形成の比率が高く,また,輸出の伸びも格段に大きいので,成長率はケースBと同じ8.5％であっ
て国民総生産の構成や輸出の伸びがつぎのような形で欧米的な形態に漸次近ずくケースをもう1つ想定し
てみる(ケースC)。

1) 昭和50年には,個人消費比率が日本の水準(1970年51.1％)に最も近い西ドイツ(1969年55.3％)並
み,政府消費が日本の水準(1970年8.2％)に最も近いフランス(1969年12.3％)並みに上昇する(第1
表)。 

2) 1)の個人および政府消費比率の上昇に見合つて固定資本形成比率が低下する。 

3) 昭和45～50年の輸出の伸び率は,EEC1960～1970年の平均伸び率(年率11.6％)に低下する。 

このケースCについて,上記3と同じ手法により労働力需要を計算すると,5,706万人(国勢調査ベース)と
ケースBを約100万人上回る結果となる。

(労働力供給との対比)

6.一方,労働力供給は一般につぎの算式により推計することができる。
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LS=ΣPjlj LS=労働力人口P=生産年齢人口1=労働力率添字jは男女年齢別をあらわす。

この考え方に立つてこれまで経済企画庁や労働省で2～3推計が行なわれており,それぞれの結果はつぎの
通りである。

1)経済企画庁経済審議会労働力専門委員会の推計は,推計実施時点との関係で最近の女子中高年の労
働力率上昇の鈍化傾向が充分考慮されていないこと,および政策効果を期待して女子中高年の労働力
率をかなり高くみこんでいることの関係で,労働力人口の推計結果は高めにでている。 

2)労働省45年「労働経済の分析」では,この専門委員会推計のうち40～64歳の女子中高年層につい
て最近の傾向を折込むという形で部分的に補正したものであり, 

3)労働省職業安定局試算は,全年齢層について推計の基礎となる過去のデーターを推計実施時点で得
られる最も新しいものに入れ換えて全面的に推計し直したものである(もつとも基礎的考え方は専門
委員会推計と同じ)。しかし,結果の数値は45年「労働経済の分析」とほとんど一致している。 

第2表 主要供給推計

7.これらの推計は労働力調査ベースになっているので,国勢調査ベースに転換し(第2表,備考参照),前記需要
推計と対比すると,需給ギャップ(需要―供給)は,つぎのようになる。すなわち最も供給の大きい専門委員
会推計と最も需要の少ないケースBとの組合せでも98万人の需要超過で,供給推計として最も新しい労働
省職業安定局推計をとれば,需要のケースAでは457万人,ケースBでは187万人需要超過となる(本文第39
図はこの組合せによっている)

第3表 需要ギャップ
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8.なお,最近経済企画庁経済研究所(経済分析38号)では,産業別の労働力需要モデルから昭和50年の非農林
漁業の労働力需要を労働力調査ベースで推計し,労働力専門委員会の供給推計と対比しているが,その結果
によってもつぎのようにかなりの需要超過となることが示されている。

第4表 経済企画庁経済研究所の非農林漁業についての推計

(就業構造と産業間労働移動の推計)

9.このような需給ギャップは現実には生産性の変化や労働力不足による賃金上昇などによって調整され,
現実には需給は一致することになるわけであるが,海外からの労働流入のないわが国では労働力供給は短
期的には変化しにくく,したがって現実の就業者数は労働力供給にかなり近い水準に決定されることにな
ろう。

そこで,昭和50年の就業者数は一応職業安定局の供給推計に一致するとして,その場合の産業別の構成はど
うなるかについてつぎに2つのケースを想定し,推計してみる。

ケースI 40年～45の産業別就業者の変化傾向を延長し,全体が供給推計と一致するよう調整した場合 
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ケースII 経済成長率8.5%で,国民総生産構成や輸出の伸びが欧米の状況に接近する場合における産業
別労働力需要,つまり前記需要推計Cのケースにおける産業別の労働力需要を基礎にし,その積上げが
労働力供給と一致するよう調整した場合 

10.このような産業別就業構造を基礎に45年～50年の産業間の労働移動(流出入超過数N)を推計してみる
と第45表のようになる。

推計はつぎの算式によった

Li50=Li45+Gi45～50+Ni45～50-Di45～50

Ni45～50=(Li50-Li45)-Gi45～50+Di45～50

L=就業者数

G=新規学卒供給

N=流出入超過数

D=死亡リタイヤー

添字iは産業,数字はLについては年,G,N,Dについては期間を示す。

(注) 1) L45は実績,L50は上記推計による

2) Gの総数は労働省職業安定局推計。産業別配分は40～45年の新規学卒入職率(新規学卒/就業者)の傾向
(文部省「学校基本調査」および労働省「雇用動向調査」より推計)を延長

3) Dは,労働省職業安定局が「就業構造基本調査」の性,年齢別のりタイヤ率などから推計した産業別の死
亡リタイヤー率の推計値による(ただし製造業中分類については推計されていないので追加推計した)。

11.推計結果の特徴は本論で述べられているところであるが,主要点のみを再述すれば,就業構造について
は,1)第三次産業比重が高まる,2)とくにケースIIにおいて製造業の比重上昇が停滞する,

労働移動については,1)流出入超過からみて移動は一般に増大する,2)ケースIIにおいては二次産業のなか
でも流出超過になる産業が増えてくる,などが指摘される。

勿論,これらは特定の想定と推計手続の下で引き出されたもので,想定が異なれば結果も若干異なること(た
とえば産業間労働移動の推計については従来の新規学卒の入職傾向を延長してあるが,これが変るとすれ
ば,産業間労働移動量も変化することになる),および産業を平均としてみた場合のことであって個々の企業
の傾向を示すものでないことはいうまでもない。

第5表 40～45年産業別就業者増減の内容
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第6表-1 50年産業別就業者数および45～50年産業別就業者増減の内容

第6表-2 50年産業別就業者数および45～50年産業別就業者増減の内容
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2.   春闘賃上げ額のモデルについて

企業収益の変動(支払能力要因),学卒初任給の動き(労働市場要因),前年度の賃上げ額などが春闘における賃金決定
にどのような影響を及ぼすかを調べるために賃上げ額決定モデルを作成し,民間平均(大手主要企業の平均)と業種
別の両方について計測を行なった。計測期間は昭和36年から46年の11年間で,計測に使用したデータは第4表,第5
表に示してある。

第1表は民間平均春闘賃上げ額(労働省労政局調べ)に対する各種変数を回帰させたものである。このなかでは収
益関連指標(日本銀行「主要企業経営分析」)と前年度の賃上げ額を説明変数とするモデル(ケース5～7)が,t検定,
ダービンワトソン比検定などの検定結果もよく,また,説明変数に前年度の賃上げ額を入れないケース1～4と比較
すると,相対的に自由度修正済重相関係数は高く,標準誤差も小さくなっている。また表中にはないが,被説明変数
に賃上げ額でなく賃上げ率を使用しtこモデルは有意なものは少なかつた。ケース1～7についてそれぞれ業種別
にも計測を行なったが,その結果の一部が第2表,第3表に示してある。

業種別賃上げ額の基本的モデルはWti十βHit-1+γWit-21)Wit:当該産業春闘賃上げ額(単位 円)Hit-1当該産業前年
度下期従業員1人当り純利益額(単位千円)Wit-2二当該産業前年度春闘賃上げ額(単位 円)

であるが,印刷,車両,私鉄の各業種では純利益額のt値が悪いが,他の業種は比較的良い結果となった(第2表)。これ
らの業種では賃上げ額と純利益額の単相関も他の業種に比べると低く純利益額が賃金決定に影響する度合は薄
い。

モデル1)の説明変数のうち当該産業の純利益額の代りに,製造業平均の純利益額を組合せたモデルWit＝a+BLLfi-
1+Wit-22)IIft-1:製造業平均前年度下期従業員1人当り純利益額(単位 千円)

は,モデル1)より検定結果は良くなっている(第3表)。

計測結果は省略したが純利益額と初任給(中央労働委員会事務局「賃金事情調査」)を説明変数としたモデル
WIT=a+BIIit-1+rswit3)SWit当該産業高卒男子労務者初任給(単位 百円)でも車両,私鉄,電力を除いtこ業種では有意
な結果となった。

第1表 民間平均春闘賃上げ額の計測
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第2表 業種別春闘賃上げ額の計測
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第3表 業種別春闘賃上げ額の計測
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第4表 モデルの計測に使用しにデータ
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第5表 業種別従業者1人当りの純利益額
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3.   付加価値配分の計量分析
1.   モデルの概要

昭和30年以降のわが国経済の高度成長過程は,企業経営面からみると一方で賃金の大幅引上げを行ないつ
つ,同時に,増加する資本コストをどう確保するかの過程であったが,計量モデルによって,今後,経済の成長
バターンが,設備投資中心型から,財政消費中心型に変り,設備投資の上昇率が低下した場合,資本コスト負
担がどのように変化し,そのために付加価値の分配関係にどのような影響があらわれるかを分析してみる
ことにした。

昭和35年度から45年度の主要企業(全産業)について,付加価値構成項目と企業レベル,あるいは国民経済全
体の経済活動との間の関数関係を最小二乗法により計測し,その基本方程式として生産関数を導いた。

なお,この方程式体系では,物価上昇を組みこんだ名目のデータを使用しているため,生産関数のパラメー
ターも現実の分配率とは少々異なる結果が出ているなどの問題がある。
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3.   付加価値配分の計量分析
2.   記号と資料出所

Δ外生変数 

O内生変数 

C 個人消費支出 (国民所得ベース,単位10億円) 

I 国内総資本形成( 〃 ) 

A 売 上 高(主要企業全産業,単位10億円) 

V 付加価値額 (主要企業全産業,単位 億円) 

P 純 利 益 ( 〃 ) 

T 賃借料・租税公課( 〃 ) 

D 減価償却費 ( 〃 ) 

R 金融費用 ( 〃 ) 

W 人 件 費( 〃 ) 

P 設備投資額 (主要企業全産業,単位 億円) 

K 有形固定資産 (主要企業全産業,単位10億円) 

d 減価償却率 (主要企業全産業,単位 %) 
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3.   付加価値配分の計量分析
3.   因果序列図

図表
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3.   付加価値配分の計量分析
4.   方程式体系

1. A = 1.10802C + 0.545377I - 1,302.99 (0.196770) (0.243554) R＾=0.998 d=1.738 

2. V = 1.90395A + 3,213.29 (0.0171038) R＾=1.000 d=0.679 

3. 1ogA = 0.79247510gW + 0.33970110gK - 0.343272 (0.201926) (0.279240) R＾=0.998 d=2.475 

4. D=0.188732(I'-1+I'-2)+1,562.44d-15,445.O R＾=0.987 d=1.240 

5. R=0.365418{I'-1(1-d-1)+I'-2(1-d-2)}-674.954 (0.0448951) R＾=0.931 d=0.668 

6. T=0.178374A-1,016.42 (0.00401382) R＾=0.997 d=1.734 

7. I'=1.29815I+2,934.44 (0.970466) R＾=0.973 d=0.949 

8. K=0.309351I'+2,520.20 (0.0396465) R＾=0.926 d=0.518 

9. P=V-(W+D+R+T) 

付加価値構成テスト結果
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推計結果
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インプット・アータ
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内挿結果
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4.   小売店の価格形成ビヘイビアについて

1) 小売店の価格形成ビヘイビアをみるため,総理府統計局「小売物価統計」(個票)によって,東京都区部の43年1月か
ら46年12月までの48ヵ月における約100品目について調査区間(店舗間)の価格分散を調査した(第3表)。

調査品目の選択にあたっては,消費者物価指数のウエイトの高い品目で店舗間に価格差のあるA,B,C品目の中から銘
柄が統一されており,調査店舗の異動が少ないもの約100品目をとりあげた。

なお,消費者物価指数でいうA品目とは,魚介,野菜,日用雑貨など一般消費者がそれぞれの居住地区で購入し,かつ,地
区により価格差がある131品目,B品目とは,被服,家具,電気器具など販売店が各市町村の中心的な商店街に多く,かつ
店舗により価格差がある137品目,C品目とは牛乳,酒類など店舗間または地区間により価格差が小さい71品目であ
る。

これらの調査店舗数は東京都区部でA品目は15,B品目は12,C品目は4店舗である。これ以外に消費者物価指数の品
目には,電話料,入浴料,授業料など市町村内で価格または料金が均一であるD品目,国鉄運賃,電気代,たばこなど価格
または料金が全国で均一あるいは地方的に均一であるE品目および家賃があるが,ここでは店舗間の価格形成をみる
上では重要ではないためとりあげなかった。

店舗間価格分散をもとにして小売店の価格形成ビヘイビアの特徴をみると品目毎に次のようないくつかのグループ
に分けることができる。

(1)再販等の制度的要因,あるいはブランド確立による価格支配力によって店舗間の格差がきわめて少なく,ま
た価格の変化も店舗間で一致しているもの。

(例)牛乳,酒類などのC品目のほとんどビタミン剤,感冒薬などの医薬品(B品目大企業製品)ソーセージ,ハムなど
(A品目大企業製品) 

(2)居住地域を中心とする市場が成立しており,店舗間の価格競争が有効に働かず,各店舗の独自の価格形成が
行なわれているもので,店舗間の分散が大きく,価格変動の時期,幅も不ぞろいなもの。

(例)魚介,野菜などの生鮮食料品 

(3)品質の統一がすすみ,そのため価格分散が少なくなっているもの(例)ワイシャツ(番手の統一)クレンザー豆
腐,かまぼこスプーン,ナベなど 

(4)価格の上位平準化と先行的値上げが共存し,必ずしも分散の傾向が一定でないもの(例)理髪パーマ洗濯 

(5)この他特殊な例として,カメラをあげることができる。カメラは新製品が発売されると当初は統一的な価格
であるが,次第に値くずれし,これが次に発売された新製品によって再び統一的な価格になるという周斯的な動
きを繰返す。このようなタイプには家庭電気製品も入ると思われるが,新製品の発売回数が多いことおよび銘
柄が多種類あるためこの調査では価格変動を完全に追跡しきれなかつたナこめ掲載しなかった。 

2) つぎに,消費者物価の特殊分類別に価格上昇率と小売価格の店舗間のちらばり(変動係数=』標準偏差×100)の関
係をA,B,Cあわせて81品目平均値についてみると,本文で述ベナこようにちらばりの小さくなるグループに価格が上
昇する費目が多く,ちらばりの拡大するグループにそれが少ないという関係がある。ちらばりの小さくなる要因に
は,一般的な情報伝達,交通手段の発達による面および市場の競争条件などがある。また,市場の競争条件の影響の仕
方にも競争が活発に行なわれることで価格が平準化する場合と非競争的な市場で価格が平準化する場合があるが,
ここでは店舗間の価格のちらばりと価格上昇率の間の事実関係を指摘するにとどめた(第4表)。

3) 小売店における価格は,商品の需給に応じ変動し,しかも店舗間の価格の相互波及を通じて決定される。以下では
小売店の価格形成ビヘイビアを明らかにするため,第2表のA,B品目の中から店舗変更,品目変更,銘柄変更等が少なく
持続して追跡できる49品目について小売価格の変動回数とその変動期間(月)および価格上昇率の関係をみることと
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する(第5表)。

43年から46年までの間の費目別(消費者物価特殊分類に基づく)の年間小売価格変動回数(騰落別)をみると,費目によ
り変動回数の水準は大きく異なっているが時系列的にみると景気変動を反映してか多くの場合,43年から45年にか
けて価格がプラスに変動する回数が増え,マイナスの変動回数は減少し,これとは逆に45年から46年にかけてはプラ
スの変動回数が減りマイナスのそれは増えるという傾向がみられる(第5表)。しかし,45年から46年にかけては,こう
した動きとは異なる動きを示す費目もあるので,その費目について変動回数,価格上昇率,価格変動期間を第5表をも
とにして簡単にまとめると次の通りである。

第1表 価格変動回数,価格上昇率および価格変動期間

これらは,主として大企業性製品およびサービスであり,これらに共通していることは,価格上昇率力塙いこと(平均し
て10%以上)および繊維を除いて+(価格が上昇するとき)の変動期間が短縮していることである。

価格上昇率と価格変動期間をこれら以外の費目(即ち,45年から46年にかけてプラスの変動回数が減り,マイナスの変
動回数の増えたもの)についてみると,次表の通りである。

第2表 価格上昇率および価格変動期間

上表中の費目について価格上昇率と価格変動期間の関係をみると,価格上昇率の高いものは十の変動期間が短縮な
いしは,-(価格下落)の変動期間が延長しており,逆に価格上昇率の低いものは,十の変動期間が延長し,―の変動期間が
短縮している。
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以上の内容を費目の企業規模別にみると,大企業性製品の価格上昇率の高いものは,全て価格上昇の変動期間が短縮
しており,一方,価格上昇率の低いもの(耐久消費財,食品A品目)は価格下落の変動期間が短縮している。中小企業性
製品の価格上昇率と変動期間の関係は大企業性製品の場合とほぼ同様であるが,対応関係の不明確なものもある。

この調査の結果,小売店の価格形成は,景気変動からの影響を強く受け,景気上昇局面では価格が上向きに変動する回
数が増え,下向きに変動する回数が減り,下降局面では,この逆の傾向にあることがわかった。しかし,多くの大企業性
製品およびサービスは景気後退局面にあっても価格上昇の変動回数が増えるか,ないしは価格下落の変動回数が減
るかし,価格上昇の変動期間は短縮する傾向にあるようにみえる。

第3表 品目別平均価格と分散の推移
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第4表 小売価格の店舗間変動係数と価格上昇率(38年/35年と46年/42年の対比)の関係
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第5表 A,B品目の小売価格変動回数と価格変動期間
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5.   労働時間短縮の生産,消費に対する影響の推計について
(1)   生産関数の計測

技術進歩,生産設備の効率化などと関連して,労働時間短縮が労働生産性に対し,いかなる影響を与えるかを
明らかにするため,製造業の生産関数を次の形で計測しIこ。

X/L・H*=cHa(K/L)B

ただし,X=x/D x 生産, D デフレーター, L 労働者数, H* 総実労働時間, H 所定内労働時間, K 資本

昭和35年～44年(10期)について,以下のデータに基いて求めた。まず,生産は,通産省「工業統計表」による
製造品出荷額を,日本銀行「卸売物価指数」で除したものを用いた。また,労働者数としては,「工業統計
表」による従業者数を,労働時間としては労働省「毎月勤労統計調査」による月間総実労働時間および所
定内労働時間をとった。さらに資本は,経済企画庁国民所得部推計による民間企業粗資本をストック(40年
価格)を用いた(第1表)。

第1表 生産関数計測資料

算出した結果はつぎのとおりで,相関関係は高く,また係数も統計的に有意に測定された。

C=0.035(t値=4.76)

α=-2.57(t値=-1.16)

β=0.79(t値=5.12) (R-=0.997 d・w=1.36)

ここで,労働時間の系数が-2.57であるのは,労働時間の1％の改善が,定義式の左辺によって示される労働生
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産性の2.57％の上昇と対応して行なわれたことを示している。
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5.   労働時間短縮の生産,消費に対する影響の推計について
(2)   労働時間短縮と余暇消費支出の変化

まず,余暇消費支出の範囲としては,総理府統計局「全国消費実態調査報告」(昭和44年)に示される「教養
娯楽関係費」を用いた(第2表)。

つぎに,総理府統計局「家計調査年報」(35～45年)により,余暇消費関連費目の支出増加率を期首と期末を
直接対比して求め,これを「小売物価統計」の対応する費目の上昇率で除して実質化した(第3表)。

余暇消費支出は,労働時間短縮に伴う余暇時間の増加によって増えることはもちろん,一般に所得水準の上
昇によって当然増加する。「全国消費実態調査」(44年)によれば,消費支出総額に対する余暇消費支出の
弾力性系数は1.503となっている(第3表)。

計測期間中の余暇消費支出増加分84.5％(実質)から,上記の消費支出総額に対する弾力性分50.3％を差引
き,これを当該期間中の労働時間の改善率8.0％(毎月勤労統計調査,調査産業計,35年月間総実労働時間/45
年月間総実労働時間)で除して,労働時間改善に対する余暇消費支出の弾性値4.3を求めた。

「毎月勤労統計調査」(製造業)の46年平均週当り総実労働時間は42.5時間であるが,これを週当り40時間
まで短縮するために要する短縮率は5.9％である。また,45年における余暇消費支出の消費支出総額に占め
る割合は14.2％,国民総支出に占める家計消費の割合は49.7％,所得に占める製造業従業者所得の割合は
30.0％となっている。

以上のことから,製造業の労働時間が現在の水準から週40時間まで改善されれば,国民総支出は0.53%程度
増加すると推計される。

第2表 余暇消費支出費目内訳
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第3表 余暇消費支出指数と係数
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
1.   「勤労者生活意識調査」の概要

この調査は勤労者の職場生活,社会生活および私的生活に関する意識とその背景をは握し,勤労者の豊かな
生活の実現のため適切な政策決定の基礎資料とすることを目的として労働省が実施したものである。

(1)調査の範囲

日本国全域

(2)調査対象者

調査時現在(3)に掲げる事業所に雇用されている労働者のうち,一定の方法により抽出した労働者約
28,000人を対象とする。

(3)事業所

鉱業,建設業,製造業,卸売・小売業,金融・保険業,不動産業,運輸通信業,電気ガス水道業およびサービ
ス業に属し,昭和M年7月1日現在常用労働者を30人以上雇用する民営の事業所のうち,一定の方法に
より抽出した約2,200事業所

(4)調査事項

1)仕事の内容,労働条件,職場環境および能力開発に関する意識2)就職の動機,勤.労観3)社会生活およ
び私的生活に関する意識4)生きがい,要望等5)労働者の属性並びに労働環境および生活環境の実態

(5)調査時期

昭和46年12月1日から12月20日まで。

(6)調査方法

実地自計方式によった。

(7)回収結果

有効回収数26,058(回収率92%)

(8)主な調査結果
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生活の満足度は第1表のとおり。その他は本文および付属統計表参照。
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
2.   多変量解析の手法

勤労者の生活意識は,たとえば生活の総合的満足度が職場における仕事の内容や賃金,労働時間等の労働条
件,職場外の衣食住生活などの満足度によって規定されるように相互に密接な関連をもつている。これを
明らかにするためには多次元のクロス集計を行なうことが一つの方法であるが,性,年齢,職種,賃金階級,仕
事の内容の満足度別総合的生活満足度というようなクロス集計は表そのものが非常に大きなものとなっ
て読みとることが容易でない。そこで何らかの別の方法によって意識相互間の関係を計量的に把握する
ことが要求される。

一般に量的な変数については,最小二乗法による回帰分析などの方法があるが,意識調査の結果は生活に満
足しているものが何人,不満であるものが何人というように度数分布で与えられるので量的変数と同一に
は扱えない。しかし,いわゆる数量化理論と呼ばれる手法が開発され,量的変数以外のものも処理できるよ
うになった。数量化理論には第1類から第4類まで4つの種類があるが,以下の分析では第2類を用いている
ので,ここでは第2類の手法の概略を説明しよう。

第2類は多変量解析法のなかの判別関数を発展させた形のものであり,回帰分析でいう被説明変数にあたる
外的基準(たとえば生活に総合的に満足しているか,不満であるかなど)に対して影響を与える他の意識な
ど(たとえば仕事の内容に満足しているか,不満であるかなど)を説明要因(説明変数)とし,説明変因にそれ
ぞれ数値(スコアー)を与えることによって調査対象の各個人が外的基準のいずれに当るかの判別を最も適
切に行なおうとする計算方法である。いいかえれば,外的基準でみて級内分散を最小に,級間分散を最大に
するようにスコアーを決定する計算方法といえる。この場合,説明要因の項目(たとえば仕事の内容に満足
しているかどうか)をアイテムといい,そのアイテムに対する調査対象者の反応の仕方(満足か不満か)をカ
テゴリーという。上記のスコアーは後掲の各表にみられるように各カテゴリーに与えられる。調査対象
の各個人の総合スコアーを計算する場合は各個人が各アイテムについて回答したカテゴリーのスコアー
を加えればよい。(各カテゴリーを変数とみれば,スコアーが回帰係数で変数は該当する場合は1,該当しな
い場合はOの値をとるダミー変数に相当する。)各カテゴリーに与えられたスコアーは外的基準に対する
影響力を示すが,とくに各アイテムについてカテゴリーのスコアの最大と最小の差をレンジと呼び,アイテ
ムの影響力を示すものとして利用される。後掲の各表の影響率は全アイテムのレンジの合計を100とし
て,各アイテムのレンジの割合を示したものである。

計算結果の精度を示すものとしては相関比と的中率がある。相関比は回帰分析の場合の重相関係数に相
当するものであり,算出されたスコアーに基づく各個人の総合スコアーの外的基準に関する級間分散を全
分散で割つた商として得られる(相関比は本来この商の平方根であるが,そのままの形で相関比とされてい
る例が多い。)。また的中率は個人の総合スコアーによる判別が実際の回答の分布とどの程度異なるかを
みたものであり,正しく判別された者の割合を百分率で示している。一般に外的基準の分類が多くなると
的中率はかなり低くなる。

なお,第2類による計算では数個の根(計算結果)が得られるが,以下の計算例では第1根でほとんどの説明が
できているので第1根の結果だけを示してある。

以上のような計算を行なう前提として外的基準に対して何が説明要因となりうるかについてあらかじめ
検討する必要がある。その方法については数量化理論第3類を用いるなどいろいろ考えられるが,最も基本
的な方法として意識相互間の相関係数(いわゆる属性相関係数)を算定することが必要と考えられる。以下
の計算に際しては属性相関係数としてグラマーのコンテインジエンシイ係数の平方根を用いている。
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算式は√cr=√x2/nct-1である。ただし,x2はカイ2乗値,nはサンプル数,tはsxt表のS≧tとなるtを示す。

なお,以下の計算にあたっては意識調査の全サンプル26,058人から10分の1を抽出した2,606人のサンプル
を使用している。
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
3.   生活意識の相関関係

勤労者の生活の諸側面の満足度について,その相互間の相関関係を上に述べた相関係数で示すと第2表のよ
うになる。この係数の性質からみて相関係数が0.2をこえるものは相関度がかなり高いと考えられる。

総合的生活満足度に対する各生活面の満足度の相関をみると,1)全般に各生活面の満足度の相関が高いこ
と,2)職場生活面ではとくに仕事の内容,職場の人間関係の相関が高いこと,3)私的生活面では衣生活,文化,
教養,娯楽・レジャーなどの相関が高いこと,4)福利厚生施設は相関がやや低く他の生活面とはやや異なっ
た性格がうかがわれることなどが特徴となっている。また,これらの相互間の関係をみると,職場生活面で
は賃金と労働時間・休日,仕事の内容と職場の人間関係,賃金と福利厚生施設,作業環境と福利厚生施設など
の相関が高く,一方私的生活面では食生活と衣生活,娯楽・レジャーと文化・教養,衣生活と住生活,衣生活
と娯楽,レジャー,衣生活と文化教養などの相関が高い。しかし,職場生活面と私的生活面の関係では賃金と
貯蓄の相関が高いだけで全般に相関が低く,各生活面の性格の違いが反映している。

つぎに第3表で仕事の内容の満足度,勤続転職意思と他の意識などとの相関をみると,次のような特徴がみ
られる。1)勤続転職意思は仕事の満足度の場合よりも性,年齢との相関が高く,また配偶関係との相関も高
い。

2)「仕事が性格に適しているか」「仕事に技能能力が生かせているか」など仕事そのものが,賃金,労働時
間などの労働条件よりも相関が高く,とくに仕事の内容の満足度の場合にこの傾向が著しい。3)職場の人
間関係の満足度の相関も大きく,作業環境,福利厚生施設などを含めて職場環境的要素が仕事の内容の満足
度や勤続転職意思に及ぼす影響は労働条件とほとんど差がないとみられる。4)勤続転職意思では,仕事の
内容の満足度よりも生きがい,就職動機など勤労者のものの考え方との関連が強い。
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
4.   総合的生活満足度の分析

総合的生活満足度について,前項に述べた相関関係等を参考とし,後掲ケース1のように生活の諸側面の満
足度を説明要因として数量化理論第2類による計算を行なった。この場合,第2表の相関係数表に掲げた項
目のうち1)福利厚生施設,2)食生活,3)文化・教養を説明要因から除いたのは,1)は他の項目に比べて総合的
生活満足度との相関が低く,やや性格が異なっていること,2),3)はそれぞれ衣生活,娯楽・レジャーとの相関
が高く,いわゆる多重共線性を生じて計測がうまくいかなくなる恐れがあったことによる。計算結果に
よって各要因のスコアーをみると,総合的生活満足度を低下させる方向に作用する要因としては,仕事の内
容の不満が最も大きく,ついで職場の人間関係,衣生活などの不満の影響が大きい。一方満足を高める要因
としては仕事の内容,賃金,貯蓄などの満足が大きな影響力をもつている。満足,不満をあわせて各アイテム
の影響力を比較してみると,仕事の内容が最も大きな要因となっており,以下,職場の人間関係,賃金,作業環
境,衣生活の順になっている。これらを通じてみると特徴点として,1)仕事の内容の影響力が大きく,いわゆ
る働きがいの実現が勤労者の総合的な生活の満足度を左右する重要な要素となっていること,2)作業環境
と職場の人間関係をあわせてみた職場環境が労働条件(賃金,労働時間・休日)をやや上回る影響力をもつ
ていること,3)娯楽・レジャーと貯蓄をあわせてみた影響力が衣生活および住生活のそれと大きな差がな
いことからみて基礎的生活に加えて余暇,貯蓄などの生活のゆとりが総合的な生活満足度の向上に無視し
えない要素となってきていることなどが指摘できる。このような傾向は勤労者の意識が多様化し,高度化
してきていることと密接に関連しているものと思われる。

つぎに男子勤労者について,若年層(30歳未満)と中高年層(30～44歳)に分けて同様に総合的生活満足度の
要因分析を行なってみ,ると,ケース2として示たような結果が得られる。これによると,1)仕事の内容の影
響力が最も大きいことは若年層と中高年層に共通であるが,中高年層の方がやや大きい。2)賃金の影響力
が中高年層では仕事の内容についで大きいが,若年層では賃金は作業環境,労働時間・休日よりも影響力が
小さい。3)若年層では労働時間・休日の影響力が仕事の内容,作業環境についで大きい。4)中高年層では,
仕事の内容,賃金のほか,作業環境,職場の人間関係など職場環境の影響力が比較的大きくなっている。
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
5.   労働時間・休日の満足度の分析

労働時間・休日の満足度については,後掲ケース3のように所定労働時間,休日等に関する意識や職種,週休
制の形態などを説明要因として分析を行なった。

これによると満足度に対して最も大きな影響力をもつのは休日の多少であり,ついで所定労働時間の長短,
週休制の形態,就職の動機(労働時間が短い,休日が多いことをあげたもの)などの順になっている。週休制
の形態をみると,完全週休2日制が満足度を高める要因として大きく作用しており,休日が多いことととも
にその影響力が大きい。
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
6.   勤続転職意思

勤続転職意思については,先に述べた相関係数から性,年齢との相関が高いので,男子30歳未満および男子
30～44歳の2つのグループについて計算を行なった。勤続転職意思を規定する要因としては,仕事の内容,
賃金,労働時間等の労働条件,就職動機,生きがい等の勤労者の考え方,職種,学歴等の属性をとりあげた。後
掲ケース4の計算結果によると若年層と中高年層に共通して1)職種による差が大きいこと,2)就職動機,生
きがいなど勤労者の考え方の影響力が比較的大きいことが指摘されるほか職場生活面の満足度では,中高
年層で仕事の内容,作業環境の影響力が大きいのに対し,若年層では,仕事の内容のほか福利厚生施設,賃金
の影響力が大きいことが特徴的である。

第1表 勤労者の生活満足度
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第2表 生活満足度の相関関係
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第3表 仕事の満足度および勤続転職意思と仕事に関連する意識等との相関関係
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
6.   勤続転職意思
ケース1   総合的生活満足度

I 外的基準およびサンプル数

1 総合的生活に満足(かなり満足＋まあ満足) N1= 1,030 

2 〃 どちらともいえない 不明 N2= 199 

3 〃 不満(やや不満＋大いに不満) N3= 1,377 

II 相関比および的中率

N=2,606相関比：0.3408的中率：50.9%

III 説明要因スコアー,レンジおよび影響率

III 説明要因スコアー,レンジおよび影響率
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
6.   勤続転職意思
ケース2   年齢別総合的生活満足度

I 外的基準およびサンプル数

1 総合的に生活に満足(かなり満足＋まあ満足) 

2 どちらともいえない 

3 総合的に生活に不満(やや不満＋大いに不満) 

30歳未満 N=722

N1=235

N2=53

N3=434

30-44歳 N=718

N1=281

N2=48

N3=391

II 相関比および的中率

30歳未満 相関比0.2997 的中率51.6％

30～44歳 相関比0.3995 的中率53.5％

III 説明要因,スコアー,レンジおよび影響率

III 説明要因,スコアー,レンジおよび影響率
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
6.   勤続転職意思
ケース3   労働時間・休日の満足度

I 外的基準およびザンプル数

1 労働時間・休日に満足(かなり満足＋まあ満足) N1=1,314 

2 どちらともいえない,不明 N2=119 

3 労働時間・休出と不満(やや不満＋大いに不満) N3=1,173N=2,606 

II 相関比および的中率

相関比0.3521,的中率50.1%

III 説明要因スコアー,レンジおよび影響率

III 説明要因スコアー,レンジおよび影響率
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6.   勤労者生活意識とその多変量解析
6.   勤続転職意思
ケース4   勤続・転職意思

I 外的基準およびサンプル数

1 転職(よい条件のところがあれば転職するかもしれない＋近い将来転職を考えている) 

2 勤続(将来もずつと今の会社に勤めたい+その他)

30歳未満 N=722

N1=388

N2=334

30～44歳 N=718

N1=246

N2=472 

II 相関比および的中率

相関比 30歳未満0.1442 30～44歳 0.1636

的中率 30歳未満65.7％ 30～44歳 69.8％

III 説明要因,スコアー,レンジおよび影響率

III 説明要因,スコアー,レンジおよび影響率
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7.   勤労者福祉総合指標

本文IIの4勤労者意識と福祉問題では,勤労者の福祉改善の状況を把握するため,勤労者福祉総合指標による
分析を試みた。その指標の体系,総合ウェイトの算定方法等はつぎのとおりである。
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7.   勤労者福祉総合指標
1.   指標体系

勤労者福祉総合指標は,すでに45年の白書において採用されており,本年も全く同じ指標体系を用いてい
る。そこで,体系についての考え方は45年の白書の解説に譲り,体系の概略を述べることにしよう。

勤労者福祉指標の体系は,1)雇用環境,2)労働環境,3)所得資産,4)私的生活環境の4つの大カテゴリーをもち,
大カテゴリーはそれぞれいくつかのカテゴリーによって構成されている。各カテゴリーは,それぞれ量的
尺度と質的尺度をあらわすいくつかの個別指標からなっている(第1表参照)。

各カテゴリーの指数値を計算するにあたっては,まず最初に個別指標の原系列を昭和35年=100として指数
化する。この場合指標の数値の低下が改善をあらわすもの(たとえば労働時間)は逆数をとり,指数値の上
昇が改善をあらわすように指数化している。つぎに各カテゴリー内の対応する量的尺度と質的尺度の幾
何平均を求め,それらの幾何平均を各カテゴリーの指数値とした。大カテゴリーの指数値は昨年は,各カテ
ゴリーの幾何平均としたが,今年は本文にも述べたように「勤労者生活意識調査」による勤労者の期待度
からウェイトを算定して用いた。
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7.   勤労者福祉総合指標
2.   ウェイトの算定方法

いわゆる社会指標の体系化を行なう場合に,個別指標の総合化の方法には各種の試みがあるが,ここで用い
た方法は,勤労者が生活改善のために何が必要と考えているかを意識調査により把握し,その回答からウェ
イトを算出したものである。具体的には,46年12月に労働省が実施した「勤労者生活意識調査」から「今
後働いていくうえで最も実現してもらいtこいことは何か」「勤労者の生活をよりよくするために次のい
ずれが必要と思うか」の2間の回答数(いずれも2項目までの選択)を基礎とし,これを第2表のように指標の
カテゴリー項目と対応させてウェイトを算出した。このウェイトの算定方法の特徴点として,第1に勤労者
生活の現状を基礎として「今後」の改善を図るという観点からのウェイトづけであること,第2に「働いて
いくうえで」必要なことと「生活をよりよくするために」必要なこととを同じウェイトで算定している
ことに注意しておく必要があろう。

なお,労使関係のカテゴリーについては以上の方法からはウェイトが算定できない。そこで総理府の「勤
労者意識調査」(45年12月調査)から「労働組合はどんな活動に一番力を入れてもらいたいか」の質問に
対する回答を上記の生活意識調査の回答と対応させて計算した(第3表)。これは,組合活動として賃上げに
力をいれてもらいたい人が61％あるという結果から生活改善として賃上げを希望する者の61％は組合活
動に期待していると考える方式をとったものであり,同様な計算を各項目について行ない,その合計の2分
の1(2項目選択の回答であるため)を労使関係のウェイトの基礎とした。

以上のようにして算定したウェイトは第4表のとおりであるが,ウェイトの算定には上述のように種種の前
提条件を付していること,またこのようなウェイト自体が生活実態の変化に応じて変化していく状況を検
討する必要があることなどは,なお検討を要する課題であると考えられる。
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7.   勤労者福祉総合指標
3.   年齢別福祉指標

今回作成した指標では,勤労者全体を対象とした総合的な指標のほかに年齢層別の福祉改善を示す指標を
もあわせて作成した。指標体系,その考え方は全く同一であるが,個別指標の数値で年齢別に把握できるも
のはそれぞれその年齢層の数値を用い,それ以外のものは同じ数値を共通に使用した。35年,40年,45年の
数値は第5表のとおりである。総合ウェイトは上記2の方法により年齢別に算定した。
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7.   勤労者福祉総合指標
4.   福祉指標の国際比較

福祉改善の姿を把握するには改善のテンポのみでなく,到達した水準を先進国との比較などによって評価すること
などが必要であることは本文に述べたとおりである。福祉指標についてもそれぞれの個別指標の各国の数値が得ら
れればよいが,データーの制約で部分的にしか比較ができない。

後掲第6表は,欧米先進国のデーターを可能なかぎり集めたもので,参考までに収録した。

第1表 勤労者福祉総合指標の体系
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第2表 ウェイト算定項目対比表
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第3表 労使関係の安定のウェイト算定のための項目対比表
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第4表 勤労者福祉総合指標ウェイト表
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第5表 年齢別勤労者福祉指標
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第6表 福祉指標の国際比較
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